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 第 　国の安全を脅かす事案への対応第 　国の安全を脅かす事案への対応1414
 

 

 

 (1) 国際テロ情勢　

 ア　ＩＳＩＬ及びＡＱの動向

ＩＳＩＬ（いわゆるイスラム国）は、平成31年（2019年）３月、イラク及びシリアにお

ける全ての支配地域を失い、令和元年（2019年）10月には、米国の作戦行動により初代指

導者バグダーディが殺害され、現在は、同年８月に就任した５代目指導者に対し、ＩＳＩＬの

 「州」を称する各地の関連組織が忠誠を表明しています。

アル・カーイダ（以下「ＡＱ」という ）は、近年、各国のテロ対策作戦により、関連組。

織を含む幹部の殺害等によるグループ指導部の損失に直面しており、令和４年（2022年）

７月には、指導者アイマン・アル・ザワヒリが米国の作戦により殺害されました。新指導

者の発表はいまだ確認されていない一方、中東やアフリカにおいて活動するＡＱ関連組織

 は、現地政府・治安機関等を狙ったテロを継続しています。

このほか、令和５年（2023年）10月に発生したハマス等のパレスチナ武装勢力によるイ

スラエルへのテロ攻撃及びその後の武力衝突を受け、ＩＳＩＬ、ＡＱ及びその関連組織や

支援者らは、欧米権益等に対するテロの実行の呼びかけを強化しており、各国で同情勢に

関係するとみられるテロ事件が発生するなど、国際テロを取り巻く情勢は、依然として厳

 しい状況にあるといえます。

 

 イ　我が国や邦人を標的とする国際テロの脅威

平成25年（2013年）１月の在アルジェリア邦人に対するテロ事件、平成31年（2019年）

４月のスリランカにおける爆破テロ事件等、邦人や我が国の権益がテロの標的となる事案

 が現実に発生しており、今後も、邦人がテロや誘拐の被害に遭うことが懸念されます。

実際に、平成27年（2015年）のシリアにおける邦人殺害テロ事件では、ＩＳＩＬによっ

て配信された動画において、日本政府がテロの標的として名指しされ、今後も、邦人をテ

 ロの標的とすることが示唆されました。

最近では、ＩＳＩＬ－Ｋ関連メディアにおいて、タリバーンに協力的な国家を批判する

意図で他国の国旗とともに日本の国旗が掲載されるなど、我が国に言及する状況が確認さ

 れています。

ＡＱについても、米国とその同盟国をテロの標的とするよう継続して呼び掛けているほか、

米国で拘束中のＡＱ幹部ハリド・シェイク・モハメドの供述によれば、同人が、我が国に所

 在する米国大使館を破壊する計画等に関与したことなども明らかになっています。

　　我が国においても、ＩＳＩＬ関係者と連絡を取っていると称する者や、インターネット上

でＩＳＩＬへの支持を表明する者が存在しており、ＩＳＩＬやＡＱ等の過激思想に影響を

 受けた者によるテロ事件が日本国内で発生する可能性は否定できません。
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 （2) 重要施設等に対するテロ対策の強化　

警察では、近年の厳しい国際テロ情勢等を踏まえ、空港、原子力関連施設、外国公館等の

 重要施設のほか、不特定多数の者が集まる施設等に対する警戒警備を強化しています。

特に、泊発電所ではサブマシンガンやライフル銃、耐爆・防弾仕様の車両等を装備した原

発特別警備部隊が24時間体制で警戒に当たっているほか、原子力規制委員会、警察庁と連携

して原子力関連施設に対する立入検査等を積極的に実施し、事業者による防護体制の強化を

 要請しています。

さらに、一般の警察力だけでは対処することができないと認められる事案が発生した場合

には、警察と自衛隊が共同で事案に対処することとなるため、自衛隊との間で事案に対処す

 るための共同訓練を実施しています。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 　　　　　　　　　　　【重要施設の警戒状況】　　　　　　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 　                          【陸上自衛隊との共同実動訓練】

 

 

 (3) 官民一体のテロ対策の推進　

テロを未然に防止するためには、警察と民間事業者や地域住民等が緊密に連携して行う官

民一体のテロ対策を推進する必要があります。このため、警察ではテロに対する危機意識の

共有やテロ発生時における協働対処体制の整備等を推進するために、官民連携の枠組みとし










